	令和２年度当初予算の概要


予 算 編 成 の 方 針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

府財政は、地方消費税の税率引上げ等により、府税収入が増加するものの、税関連の市町村交付金等を除いた実質税収は、税制改正の影響などにより減少する見込みです。
海外経済の動向など、景気に及ぼす影響が懸念される中、義務的に負担する社会保障関係経費が増え続けており、今後も多額の財源不足が生じる見込みであり、収支の見通しは依然として厳しく、財政再建は道半ばです。
このため、今回の予算編成においては、引き続き財政規律を堅持しつつ、「府政運営の基本方針2020」を踏まえ、「世界の中で躍動し、成長し続ける大阪」の実現に向け、府民の安全・安心を確保し、大阪の成長を促すための施策に限られた財源を重点的に配分しました。
予 算 の 規 模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和２年度当初予算の規模は、第１表のとおりです。

一般会計、特別会計、企業会計の合計は、5兆6,461億円となり、令和元年度当初予算額の103.7％となりました。

一般会計の主な変動要因としては、地方消費税の税率引上げ等による税関連歳出の増（646億円増）や、支出が義務付けられている社会保障経費の自然増と幼児教育の無償化などによる増（350億円増）などが挙げられます。
また、特別会計の主な変動要因としては、地方消費税の税率引上げによる地方消費税清算特別会計の増（1,436億円増）などが挙げられます。
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第 １ 表　　　　　　　　　　  　　 　　   予 算 総 括 表
一 般 会 計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■　歳　　入
　一般会計歳入予算の内訳は、第２表のとおりです。

　令和２年度の一般会計歳入当初予算額は、2兆6,367億66百万円であり、前年度当初予算に比べて384億17百万円の増となりました。

　以下、歳入の主なものについて説明します。
第 ２ 表　　　　　　　　　   　　　一 般 会 計 歳 入 予 算 内 訳
[image: image1.emf]金額 (A) 構成比 金額 (B) 構成比 金額 (C) 構成比 差引(A)-(B) (A)/(B) 差引(A)-(C) (A)/(C)

％ ％ ％ ％ ％

府 税

1,341,278,000 50.9 1,284,411,000 49.4 1,299,827,000 52.3 56,867,000 104.4 41,451,000 103.2

諸 収 入

312,668,239 11.9 351,722,022 13.5 262,206,415 10.6

△

 39,053,783 88.9 50,461,824 119.2

繰 入 金

74,269,672 2.8 61,015,052 2.4 18,733,233 0.7 13,254,620 121.7 55,536,439 396.5

使用料及び手数料

31,406,184 1.2 31,908,682 1.2 31,936,717 1.3

△

 502,498 98.4

△

 530,533 98.3

財 産 収 入

4,730,200 0.2 6,319,014 0.2 14,383,720 0.6

△

 1,588,814 74.9

△

 9,653,520 32.9

分担金及び負担金

4,652,576 0.2 4,550,482 0.2 4,707,940 0.2 102,094 102.2

△

 55,364 98.8

市町村たばこ税府交付金

281,000 0.0 249,000 0.0 235,648 0.0 32,000 112.9 45,352 119.2

寄 附 金

332,726 0.0 1,519,915 0.1 1,361,035 0.1

△

 1,187,189 21.9

△

 1,028,309 24.4

計

1,769,618,597

67.2

1,741,695,167 67.0 1,633,391,708 65.8 27,923,430 101.6 136,226,889 108.3

府 債

248,879,000 9.4 260,286,000 10.0 236,742,000 9.5

△

 11,407,000 95.6 12,137,000 105.1

地 方 交 付 税

242,800,000 9.2 223,800,000 8.6 247,150,057 9.9 19,000,000 108.5

△

 4,350,057 98.2

国 庫 支 出 金

211,770,222 8.0 200,200,728 7.7 200,497,899 8.1 11,569,494 105.8 11,272,323 105.6

地 方 譲 与 税

157,408,000 6.0 158,573,000 6.1 152,910,000 6.1

△

 1,165,000 99.3 4,498,000 102.9

地 方 特 例 交 付 金

4,700,000 0.2 12,064,045 0.5 11,434,771 0.5

△

 7,364,045 39.0

△

 6,734,771 41.1

交通安全対策特別交付金

1,590,000 0.0 1,730,000 0.1 1,674,499 0.1

△

 140,000 91.9

△

 84,499 95.0

計

867,147,222

32.8

856,653,773 33.0 850,409,226 34.2 10,493,449 101.2 16,737,996 102.0

2,636,765,819 100.0 2,598,348,940 100.0 2,483,800,934 100.0 38,416,879 101.5 152,964,885 106.2

最終比
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合　　　　　　計

（単位：千円）
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当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初比
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金　額（Ａ） 構成比 金　額（Ｂ） 構成比 金　額（Ｃ） 構成比 差引（Ａ）－（Ｂ） (A)/(B) 差引（Ａ）－（Ｃ） (A)/(C)

％ ％ ％ ％ ％

693,242,055 26.3 695,290,415 26.8 684,640,365 27.6

△

 2,048,360 99.7 8,601,690 101.3

327,054,724 12.4 328,247,681 12.6 325,985,942 13.1

△

 1,192,957 99.6 1,068,782 100.3

52,679,959 2.0 52,717,809 2.0 53,191,296 2.1

△

 37,850 99.9

△

 511,337 99.0

1,072,976,738 40.7 1,076,255,905 41.4 1,063,817,603 42.8

△

 3,279,167 99.7 9,159,135 100.9

169,307,924 6.4 180,752,289 7.0 171,665,070 6.9

△

 11,444,365 93.7

△

 2,357,146 98.6

国庫支出金を伴うもの

107,559,756 4.1 108,486,338 4.2 104,524,411 4.2

△

 926,582 99.1 3,035,345 102.9

国庫支出金を伴わないもの

61,748,168 2.3 72,265,951 2.8 67,140,659 2.7

△

 10,517,783 85.4

△

 5,392,491 92.0

929,138,548 35.2 838,750,810 32.3 833,348,405 33.6 90,387,738 110.8 95,790,143 111.5
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△
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△
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6,618,097 0.3 10,365,647 0.4 10,158,123 0.4

△
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△
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34,144,432 1.3 33,465,939 1.3 38,287,655 1.5 678,493 102.0

△

 4,143,223 89.2
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△

 1,008,135 98.2

△
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【参 考】一  般 会 計 歳 入 当 初 予 算 の 推 移
（注）   1　（　）内の数値は、H23の実質規模を100とした場合の指数である。
2  H29以前のグラフ中の数値は、平成30年4月から地方消費税清算特別会計を設置したことに伴い、関連予算を調整した後の
数値としている。
━━━━━━━━━━━
府税
━━━━━━━━━━━
令和２年度当初予算として府税は、1兆3,412億78百万円（前年度当初予算１兆2,844億11百万円）を計上しました。主な変動要因としては、税率の引き上げなどによる地方消費税の増（対前年度当初予算565億32百万円増）や、雇用・所得環境の改善などによる個人府民税の増（対前年度当初予算120億98百万円増）などが挙げられます。
府税の内訳は、第３表のとおりです。
第 ３ 表　　　　　　　　　　  　　　　府 税 予 算 の 内 訳
[image: image2.emf]当初比 最終比

金　額（Ａ） 構成比 金　額（Ｂ） 構成比 金　額（Ｃ） 構成比 (A)/(B) (A)/(C)

％ ％ ％ ％ ％

359,111,000 26.8 370,401,000 28.8 379,303,000 29.2 97.0 94.7

個 人

299,747,000 22.4 287,649,000 22.4 294,723,000 22.7 104.2 101.7

法 人

56,282,000 4.2 78,671,000 6.1 81,498,000 6.3 71.5 69.1

利 子 割

3,082,000 0.2 4,081,000 0.3 3,082,000 0.2 75.5 100.0

390,656,000 29.1 376,082,000 29.3 400,464,000 30.8 103.9 97.6

個 人

16,103,000 1.2 15,780,000 1.2 15,872,000 1.2 102.0 101.5

法 人

374,553,000 27.9 360,302,000 28.1 384,592,000 29.6 104.0 97.4

406,657,000 30.3 350,125,000 27.3 330,050,000 25.4 116.1 123.2

37,198,000 2.8 36,635,000 2.9 41,259,000 3.2 101.5 90.2

10,864,000 0.8 11,196,000 0.9 10,874,000 0.8 97.0 99.9

1,369,000 0.1 1,353,000 0.1 1,372,000 0.1 101.2 99.8

48,253,800 3.6 48,791,600 3.8 47,646,800 3.7 98.9 101.3

85,582,200 6.4 82,188,000 6.4 81,228,000 6.2 104.1 105.4

40 0.0 40 0.0 40 0.0 100.0 100.0

79,790 0.0 0 0.0 40 0.0

皆増

199,475.0

8,170 0.0 7,960 0.0 7,920 0.0 102.6 103.2

1,472,000 0.1 1,873,200 0.1 1,304,000 0.1 78.6 112.9

27,000 0.0 24,000 0.0 24,000 0.0 112.5 112.5

- - 5,734,200 0.4 6,294,200 0.5 皆減 皆減

1,341,278,000 100.0 1,284,411,000 100.0 1,299,827,000 100.0 104.4 103.2

旧 法 に よ る 税

自 動 車 取 得 税

合　　　　　　計

軽 油 引 取 税

自 動 車 税

鉱 区 税

固 定 資 産 税

狩 猟 税

宿 泊 税

ゴルフ場利用税

（単位：千円）

区　　　　分

令和２年度 令和元年度 比　　較

当初予算額 当初予算額 最終予算額

府 民 税

事 業 税

地 方 消 費 税

不 動 産 取 得 税

府 た ば こ 税


（注）  令和元年10月1日以降、自動車取得税が廃止され、環境性能割が導入されている。
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一 般 会 計

2,636,766 2,598,349 2,483,801

101.5 106.2

特 別 会 計

2,926,934 2,746,827 2,701,129

106.6 108.4

企 業 会 計

82,421 101,465 98,832

81.2 83.4

合 計

5,646,121 5,446,642 5,283,762

103.7 106.9

（単位：百万円）

区　　　　分

令和２年度

当初予算額

（Ａ）

令和元年度

当初予算額

（Ｂ）

令和元年度

最終予算額

（Ｃ）

比　　　　　　較

（Ａ）／（Ｂ） （Ａ）／（Ｃ）

【参 考】 府 税 当 初 予 算 の 推 移
（注）   1 （　）内の数値は、H23を100とした場合の指数である。

2　H29以前のグラフ中の数値は、平成30年4月から地方消費税清算特別会計を設置したことに伴い、関連予算を調整した後の
数値としている。 
━━━━━━━━━━━

地方交付税
━━━━━━━━━━━

　令和２年度当初予算として地方交付税は、2,428億円（前年度当初予算2,238億円）を計上しました。
　近年の地方交付税算定結果については、第４表のとおりです。
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第 ４ 表　　　　　　　　　　  　　　地 方 交 付 税 算 定 結 果
 (注)   1 震災復興特別交付税の額を含む。
　　　　2 R1の臨時財政対策債発行額は最終予算額としている。

━━━━━━━━━━━

地方特例交付金
━━━━━━━━━━━

　令和２年度当初予算として地方特例交付金は、47億円（前年度当初予算120億64百万円）を計上しました。
主な変動要因としては、幼児教育の無償化に係る地方負担分に対する子ども・子育て支援臨時交付金が、令和元年度限りで終了したことによる減などが挙げられます。
━━━━━━━━━━━

地方譲与税
━━━━━━━━━━━

　令和２年度当初予算として地方譲与税は、1,574億8百万円（前年度当初予算1,585億73百万円）を計上しました。

　その主なものは、特別法人事業譲与税が1,535億81百万円（制度変更前の地方法人特別譲与税の前年度当初予算1,545億21百万円）、地方揮発油譲与税が27億92百万円（前年度当初予算29億94百万円）などとなっています。
━━━━━━━━━━━

国庫支出金
━━━━━━━━━━━

　令和２年度当初予算として国庫支出金は、2,117億70百万円（前年度当初予算2,002億1百万円）を計上しました。

　その内訳は、国庫負担金が1,299億49百万円（前年度当初予算1,191億16百万円）、国庫補助金が734億70百万円（前年度当初予算736億55百万円）、国庫委託金が83億52百万円（前年度当初予算74億30百万円）となっています。
━━━━━━━━━━━

府債
━━━━━━━━━━━

　令和２年度当初予算として府債は、2,488億79百万円（前年度当初予算2,602億86百万円）を計上しました。
　主な変動要因としては、通常債の減や、税・地方交付税の代替として発行する減収補塡債や臨時財政対策債の減が挙げられます。

　府債の内訳は、第５表のとおりです。
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当初予算額 当初予算額 最終予算額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

差引（Ａ）－（Ｂ） (A)/(B) 差引（Ａ）－（Ｃ） (A)/(C)

％ ％

日本万国博覧会記念公園事業

2,446,911 2,476,317 2,480,322

△

 29,406 98.8

△

 33,411 98.7

就 農 支 援 資 金 等

8,624 9,554 9,554

△

 930 90.3

△

 930 90.3

大 阪 府 営 住 宅 事 業

116,859,680 107,572,806 100,255,030 9,286,874 108.6 16,604,650 116.6

港 湾 整 備 事 業

10,044,221 14,889,797 15,895,729

△

 4,845,576 67.5

△

 5,851,508 63.2

関西国際空港関連事業

12,044,539 19,248,991 19,229,419

△

 7,204,452 62.6

△

 7,184,880 62.6

箕面北部丘陵整備事業

1,940,805 2,324,918 2,373,636

△

 384,113 83.5

△

 432,831 81.8

不 動 産 調 達

275,000 4,649,089 4,649,134

△

 4,374,089 5.9

△

 4,374,134 5.9

市町村施設整備資金

2,841,122 11,514,875 11,519,407

△

 8,673,753 24.7

△

 8,678,285 24.7

公 債 管 理

1,002,579,626 939,985,810 940,291,398 62,593,816 106.7 62,288,228 106.6

地 方 消 費 税 清 算

961,012,000 817,462,000 760,055,000 143,550,000 117.6 200,957,000 126.4

母子父子寡婦福祉資金

1,235,236 1,357,120 1,357,120

△

 121,884 91.0

△

 121,884 91.0

国 民 健 康 保 険

812,163,625 821,837,140 839,708,966

△

 9,673,515 98.8

△

 27,545,341 96.7

中 小 企 業 振 興 資 金

3,427,406 3,443,741 3,248,980

△

 16,335 99.5 178,426 105.5

沿 岸 漁 業 改 善 資 金

39,015 39,013 39,013 2 100.0 2 100.0

林 業 改 善 資 金

16,324 16,321 16,321 3 100.0 3 100.0

合 計

2,926,934,134 2,746,827,492 2,701,129,029 180,106,642 106.6 225,805,105 108.4

（単位：千円）

会　　　　計　　　　名

令和元年度 比　　　　　　較

当　初　比 最　終　比

　第 ５ 表　　　　　　　　　　     　　　　府 債 の 内 訳
[image: image8.emf]（単位：千円）

令和２年度 令和元年度 令和２年度 令和元年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）

％ ％

収益的収支

752,152 794,567

△

 42,415 94.7 604,540 682,710

△

 78,170 88.6

大阪府中央卸売市場事業資本的収支

101,524 55,069 46,455 184.4 205,943 110,447 95,496 186.5

計

853,676 849,636 4,040 100.5 810,483 793,157 17,326 102.2

収益的収支

65,443,473 64,037,443 1,406,030 102.2 68,212,781 66,246,754 1,966,027 103.0

大阪府流域下水道事業資本的収支

40,895,365 35,946,476 4,948,889 113.8 46,215,941 41,073,197 5,142,744 112.5

計

106,338,838 99,983,919 6,354,919 106.4 114,428,722 107,319,951 7,108,771 106.6

収益的収支

1,696,238 1,828,600

△

 132,362 92.8 532,498 749,640

△

 217,142 71.0

大阪府まちづくり促進事業資本的収支

3,131,000 28,094,000

△

 24,963,000 11.1 5,041,000 29,942,000

△

 24,901,000 16.8

計

4,827,238 29,922,600

△

 25,095,362 16.1 5,573,498 30,691,640

△

 25,118,142 18.2

収益的収支

67,891,863 66,660,610 1,231,253 101.8 69,349,819 67,679,104 1,670,715 102.5

合 計資本的収支

44,127,889 64,095,545

△

 19,967,656 68.8 51,462,884 71,125,644

△

 19,662,760 72.4

計

112,019,752 130,756,155

△

 18,736,403 85.7 120,812,703 138,804,748

△

 17,992,045 87.0

会　　　　計　　　　名

収　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　出

差　引

（Ａ）－（Ｂ）

（Ａ）/（Ｂ）

差　引

（Ｃ）－（Ｄ）

（Ｃ）/（Ｄ）


【参 考】 府 債 残 高 の 推 移（全 会 計 ベ ー ス）
（注）　 1  H23～H30は決算額、R1は最終予算額、R2は当初予算額である。
2  臨時財政対策債等とは、臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債の残高の合計。
━━━━━━━━━━━

諸収入
━━━━━━━━━━━

　令和２年度当初予算として諸収入は、3,126億68百万円（前年度当初予算3,517億22百万円）を計上しています。

　その主なものは、各種貸付金の元利収入2,853億63百万円（前年度当初予算3,195億87百万円）、宝くじ収入135億30百万円（前年度当初予算131億96百万円）などとなっています。
━━━━━━━━━━━

使用料及び手数料
━━━━━━━━━━━

  令和２年度当初予算として使用料及び手数料は、314億6百万円（前年度当初予算319億9百万円）を計上しています。

　その内訳は、使用料190億57百万円（前年度当初予算195億19百万円）、手数料123億49百万円（前年度当初予算123億89百万円）となっています。
━━━━━━━━━━━

繰入金
━━━━━━━━━━━

令和２年度当初予算として繰入金は、742億70百万円（前年度当初予算610億15百万円）を計上しています。

その主なものは、基金繰入金737億85百万円（前年度当初予算601億29百万円）などとなっています。
━━━━━━━━━━━

その他の歳入
━━━━━━━━━━━

　その他の歳入については、財産収入47億30百万円（前年度当初予算63億19百万円）、分担金及び負担金46億53百万円（前年度当初予算45億50百万円）、交通安全対策特別交付金15億90百万円（前年度当初予算17億30百万円）、寄附金3億33百万円（前年度当初予算15億20百万円）、市町村たばこ税府交付金2億81百万円（前年度当初予算2億49百万円）を計上しています。
■　歳　　出
一般会計歳出予算（性質別）の内訳は、第６表のとおりです。

構成比でみると、府税の市町村交付金、国保・後期高齢者医療関係費などに要する補助費等が35.2％で最も高く、次に、一般職員、警察職員、教育職員の給与費など人件費が26.3％、府債の償還などに要する公債費が12.4％となっています。
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第 ６ 表　　　　　　　　 一 般 会 計 歳 出 予 算（性 質 別） 内 訳
[image: image10.emf]内閣府試算の経済成長率・長期金利や歳入・歳出の状況など、現時点で見込むことができる条件を前提に推計

この試算は不確定要素を多く含んでおり、将来に向かって相当の幅をもってみる必要

【参 考】 一 般 会 計 歳 出 予 算 の 推 移（性 質 別）
（注）　　　　1　（　）内の数値は、H23の実質規模を100とした場合の指数である。
2　その他の内訳は、維持補修費、投資及び出資金、積立金、繰出金、予備費である。
3  H29以前のグラフ中の数値は、平成30年4月から地方消費税清算特別会計を設置したことに伴い、関連予算を調整した後の
数値としている。
　次に一般会計歳出予算（目的別）の内訳は、第７表のとおりです。
　構成比でみると、府債の発行・償還などの経理を行っている公債管理特別会計への繰出金などの諸支出金が22.2％、小・中・高等学校教職員の給与費、私立学校の助成費などに要する教育費が21.0％、介護給付費負担金などに要する福祉費が12.8％となっています。
[image: image11.emf]・減債基金の積立不足額の復元 積立不足額：1,053億円（令和2年度当初後） ※H13～19の間に累計5,202億円を借入れ

・財政調整基金 残高見込額：1,043億円（令和2年度末見込） ※積立目標額：1,400億円（令和9年度（2027）末）

第 ７ 表　　　　　　　 　 一 般 会 計 歳 出 予 算（目 的 別） 内 訳
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【参 考】 一 般 会 計 歳 出 予 算 の 推 移（目 的 別）
（注）　
1 （　）内の数値は、H23の実質規模を100とした場合の指数である。
2　その他の内訳は、議会費、環境農林水産費、住宅まちづくり費、災害復旧費、予備費である。

3  H29以前のグラフ中の数値は、平成30年4月から地方消費税清算特別会計を設置したことに伴い、関連予算を調整した後の
数値としている。
特　別　会　計 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

特別会計（企業会計除く。以下同じ。）の予算額は、第８表のとおりです。

令和２年度の特別会計当初予算額は、2兆9,269億34百万円であり、前年度当初予算に比べて1,801億7百万円の増となりました。
[image: image13.emf]（単位：千円）

金　額（Ａ） 構成比 金　額（Ｂ） 構成比 金　額（Ｃ） 構成比 差引（Ａ）－（Ｂ） (A)/(B) 差引（Ａ）－（Ｃ） (A)/(C)

％ ％ ％ ％ ％

議 会 費

2,931,291 0.1 2,972,398 0.1 2,553,642 0.1

△ 41,107 98.6 377,649 114.8

総 務 費

118,315,036 4.5 117,903,132 4.5 114,036,268 4.6

411,904 100.3 4,278,768 103.8

福 祉 費

336,928,097 12.8 326,999,723 12.6 324,431,437 13.1

9,928,374 103.0 12,496,660 103.9

健 康 医 療 費

286,557,356 10.9 282,780,704 10.9 280,842,568 11.3

3,776,652 101.3 5,714,788 102.0

商 工 労 働 費

297,738,852 11.3 331,789,635 12.8 242,212,966 9.7

△ 34,050,783 89.7 55,525,886 122.9

環 境 農 林 水 産 費

20,319,083 0.8 18,961,252 0.7 19,170,677 0.8

1,357,831 107.2 1,148,406 106.0

都 市 整 備 費

146,169,849 5.5 157,560,095 6.1 157,325,039 6.3

△ 11,390,246 92.8 △ 11,155,190 92.9

住宅まちづくり費

10,919,063 0.4 12,460,985 0.5 8,863,923 0.4

△ 1,541,922 87.6 2,055,140 123.2

警 察 費

275,980,458 10.5 273,640,576 10.5 271,639,712 10.9

2,339,882 100.9 4,340,746 101.6

教 育 費

554,437,657 21.0 545,048,756 21.0 540,135,644 21.7

9,388,901 101.7 14,302,013 102.6

災 害 復 旧 費

694,412 0.0 1,976,524 0.1 1,576,637 0.1

△ 1,282,112 35.1 △ 882,225 44.0

諸 支 出 金

585,274,665 22.2 525,755,160 20.2 520,512,421 21.0

59,519,505 111.3 64,762,244 112.4

予 備 費

500,000 0.0 500,000 0.0 500,000 0.0

0 100.0 0 100.0

合 計

2,636,765,819 100.0 2,598,348,940 100.0 2,483,800,934 100.0 38,416,879 101.5 152,964,885 106.2

区　　　　分

令和２年度 令和元年度 比　　　　　　較

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当　初　比 最　終　比

第 ８ 表　　　　　　　　　　  　特 別 会 計 歳 入 歳 出 予 算
■　日本万国博覧会記念公園事業特別会計

この会計は、日本万国博覧会記念公園を管理運営するために設けられているものです。
令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ24億47百万円で、前年度当初予算に比べて29百万円の減となっています。
歳入予算の主なものは、不動産貸付収入16億26百万円、土地管理雑入2億93百万円などとなっています。

また、歳出予算の主なものは、管理費20億47百万円などとなっています。
■　就農支援資金等特別会計

この会計は、青年等の就農促進に必要な資金として、青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法に基づいて貸し付けた就農支援資金貸付金等を管理するために設けられているものです。

令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ9百万円で、前年度当初予算に比べて1百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、貸付金償還金5百万円、前年度繰越金3百万円などとなっています。

　また、歳出予算の主なものは、就農支援資金貸付金の国への償還金5百万円、一般会計への繰出金3百万円などとなっています。
■　大阪府営住宅事業特別会計

　この会計は、府営住宅事業について、人件費及び公債費を含むフルコスト管理とし、自律的な住宅経営を展開するために設けられているものです。

  令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ1,168億60百万円で、前年度当初予算に比べて92億87百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、府営住宅使用料350億57百万円、建設費等の財源としての国庫補助金198億89百万円、借換債等の府債334億40百万円などとなっています。

また、歳出予算の主なものは、公債管理特別会計への繰出金497億93百万円、府営住宅の耐震化やバリアフリー化などの整備を図るための府営住宅の整備費379億56百万円、大規模修繕を含む府営住宅の管理費185億54百万円などとなっています。
■　港湾整備事業特別会計
　この会計は、港湾事業のうち収益事業の収支を経理するために設けられているものです。

　令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ100億44百万円で、前年度当初予算に比べて48億46百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、港湾施設収入58億60百万円、公債管理特別会計からの繰入金32億77百万円、港湾整備事業債等の府債8億47百万円などとなっています。

　また、歳出予算の主なものは、公債管理特別会計への繰出金60億94百万円、堺泉北港汐見沖地区（泉大津フェニックス）や阪南港阪南2区において、港湾施設建設を図るための港湾整備費及び港湾施設費19億72百万円などとなっています。
■　関西国際空港関連事業特別会計

　この会計は、関西国際空港関連事業を効率的に推進するために設けられているものです。

  令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ120億45百万円で、前年度当初予算に比べて72億4百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、公債管理特別会計からの繰入金23億84百万円、一般会計からの繰入金19億8百万円、借換債60億91百万円などとなっています。

　また、歳出予算の主なものは、空港関連事業債の元利償還金92億37百万円、公債管理特別会計への繰出金27億73百万円などとなっています。
■　箕面北部丘陵整備事業特別会計
この会計は、箕面森町事業（水と緑の健康都市事業）を効率的に推進するために設けられているものです。

令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ19億41百万円で、前年度当初予算に比べて3億84百万円の減となっています。

歳入予算の主なものは、財産売払収入4億82百万円、一般会計からの繰入金10億94百万円などとなっています。

　また、歳出予算の主なものは、箕面森町の整備を図るための建設費14億14百万円、地域開発事業債の元利償還金1億44百万円などとなっています。
■　不動産調達特別会計

　この会計は、公共施設用地等を先行取得するために設けられているものです。

令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ2億75百万円で、前年度当初予算に比べて43億74百万円の減となっています。

　歳入予算は、不動産売払収入2億75百万円となっています。

　また、歳出予算は、公債管理特別会計への繰出金2億75百万円となっています。
■　市町村施設整備資金特別会計

　この会計は、府内市町村の公共施設等の整備を促進するため、資金の貸付けを行うために設けられているものです。

　令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ28億41百万円で、前年度当初予算に比べて86億74百万円の減となっています。

　歳入予算の内訳は、貸付金償還金28億39百万円、公債管理特別会計からの繰入金2百万円となっています。

　また、歳出予算の主なものは、義務教育・道路施設、その他の公共施設の整備のための貸付金20億円、公債管理特別会計への繰出金8億40百万円などとなっています。
■　公債管理特別会計

　この会計は、府債の発行及び償還事務を行うために設けられているものです。

　令和２年度当初予算は、歳入歳出それぞれ1兆25億80百万円で、前年度当初予算に比べて625億94百万円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、一般会計からの繰入金3,270億51百万円、減債基金からの繰入金1,640億37百万円、大阪府営住宅事業等の特別会計からの繰入金595億88百万円、借換債4,513億62百万円などとなっています。

　また、歳出予算の主なものは、道路、河川、港湾、府営住宅、高等学校等の建設事業及び災害復旧事業の財源として発行した府債の元利償還金及び手数料等7,823億45百万円、減債基金への積立金2,062億97百万円などとなっています。
■　地方消費税清算特別会計
この会計は、地方消費税の都道府県間の清算を一般会計と区分して経理するために設けられているものです。

　令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ9,610億12百万円で、前年度当初予算に比べて1,435億50百万円の増となっています。
　歳入予算の内訳は、国から払い込まれる地方消費税5,953億86百万円、他の都道府県から払い込まれる地方消費税清算金3,656億26百万円となっています。
また、歳出予算の内訳は、他の都道府県へ支払う地方消費税清算金5,543億55百万円、清算後の地方消費税額である一般会計への繰出金4,066億57百万円となっています。
■　母子父子寡婦福祉資金特別会計

　この会計は、母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、ひとり親家庭や寡婦等に対し、経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、併せて扶養している児童等の福祉増進を図ることを目的として、修学資金、就学支度資金、技能習得資金などの福祉資金の貸付けを行うために設けられているものです。

　令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ12億35百万円で、前年度当初予算に比べて1億22百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、前年度繰越金7億71百万円、貸付金償還金4億14百万円などとなっています。

　また、歳出予算の主なものは、母子及び父子並びに寡婦に対する貸付金9億74百万円などとなっています。
■　国民健康保険特別会計

　この会計は、都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体として安定的な財政運営や効率的な事業実施など国民健康保険事業を運営するために設けられているものです。

　令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ8,121億64百万円で、前年度当初予算に比べて96億74百万円の減となっています。
　歳入予算の主なものは、国民健康保険事業費納付金2,696億5百万円、前期高齢者交付金2,430億25百万円、療養給付費等負担金など国庫負担金1,695億64百万円、一般会計からの繰入金533億38百万円などとなっています。

　また、歳出予算の主なものは、保険給付費等交付金6,556億11百万円、後期高齢者支援金1,104億6百万円、介護納付金436億24百万円などとなっています。
■　中小企業振興資金特別会計

　この会計は、府内の小規模企業者等への創業や経営の革新を支援するために、公益財団法人大阪産業局が実施する小規模企業者等設備貸与事業に必要な資金の貸付けを行うとともに、中小企業組合等が実施する工場・店舗の集団化や共同施設の設置に必要な資金として貸し付けた中小企業高度化資金貸付金を管理するために設けられているものです。

　令和2元年度当初予算は、歳入歳出それぞれ34億27百万円で、前年度当初予算に比べて16百万円の減となっています。

　歳入予算の主なものは、貸付金償還金20億17百万円、政策融資事業債10億47百万円などとなっています。

　また、歳出予算の主なものは、小規模企業者等設備貸与資金貸付金16億円、独立行政法人中小企業基盤整備機構への償還等事業費13億4百万円、小規模企業者等設備導入資金貸付金国庫返納金2億92百万円などとなっています。
■ 沿岸漁業改善資金特別会計
　この会計は、沿岸漁業改善資金助成法に基づき、沿岸漁業従事者等に対し漁業経営の改善促進を図ることを目的として、資金の貸付けを行うために設けられているものです。

　令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ39百万円で、前年度当初予算に比べて2千円の増となっています。

　歳入予算の主なものは、前年度繰越金21百万円、貸付金償還金18百万円などとなっています。

　また、歳出予算の主なものは、近代的な技術又は漁業活動の安全確保のための施設等の導入に必要な資金の貸付金39百万円などとなっています。
■　林業改善資金特別会計

　この会計は、林業・木材産業改善資金助成法に基づき、林業従事者等に対し経営の健全な発展、生産力の増大を図ることを目的として、資金の貸付けを行うために設けられているものです。

　令和2年度当初予算は、歳入歳出それぞれ16百万円で、前年度当初予算に比べて3千円の増となっています。
　歳入予算の主なものは、前年度繰越金13百万円、貸付金償還金3百万円などとなっています。

　また、歳出予算の主なものは、林野の林業的利用の高度化及び林業技術の向上を図るために必要な資金の貸付金16百万円などとなっています。
企　業　会　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

企業会計の予算額は、第9表のとおりです。

令和2年度の企業会計当初予算額は、収入が1,120億20百万円、支出が1,208億13百万円であり、前年度当初予算に比べてそれぞれ187億36百万円の減、179億92百万円の減となっています。
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第 ９ 表　　　　　　　　　　     　企 業 会 計 当 初 予 算
■　大阪府中央卸売市場事業会計

　この会計は、地方公営企業法の規定に基づき、大阪府中央卸売市場事業に係る経理を行うために設けられているものです。

　収入予算は、収益的収入7億52百万円、資本的収入1億2百万円で、前年度当初予算に比べてそれぞれ42百万円の減、46百万円の増となっています。

　また、支出予算は、収益的支出6億5百万円、資本的支出2億6百万円で、前年度当初予算に比べてそれぞれ78百万円の減、95百万円の増となっています。
■　大阪府流域下水道事業会計

この会計は、地方公営企業法の規定に基づき、大阪府流域下水道事業に係る経理を行うために設けられているものです。

収入予算は、収益的収入654億43百万円、資本的収入408億95百万円で、前年度当初予算に比べてそれぞれ14億6百万円の増、49億49百万円の増となっています。

また、支出予算は、収益的支出682億13百万円、資本的支出462億16百万円で、前年度当初予算に比べてそれぞれ19億66百万円の増、51億43百万円の増となっています。
■　大阪府まちづくり促進事業会計

　この会計は、地方公営企業法の規定に基づき、大阪府まちづくり促進事業に係る経理を行うために設けられているものです。

　収入予算は、収益的収入16億96百万円、資本的収入31億31百万円で、前年度当初予算に比べてそれぞれ1億32百万円の減、249億63百万円の減となっています。

　また、支出予算は、収益的支出5億32百万円、資本的支出50億41百万円で、前年度当初予算に比べてそれぞれ2億17百万円の減、249億1百万円の減となっています。
財 政 状 況 に 関 す る 中 長 期 試 算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和２年度当初予算は、財源対策のために財政調整基金から521億円の取崩しを行い、予算編成しました。減債基金の積立不足額の復元などがあり、今後も多額の収支不足が見込まれています。今後の予算編成過程において、歳入の確保や歳出の見直しなどを進め、それでもなお収支不足額が生じる場合は、財政調整基金を機動的に活用した上で、年度を通じた効果的・効率的な予算執行などにより対応していきます。
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金額 (A) 構成比 金額 (B) 構成比 金額 (C) 構成比 差引(A)-(B) (A)/(B) 差引(A)-(C) (A)/(C)

％ ％ ％ ％ ％

総 務 債

2,169,000 0.9 180,000 0.1 180,000 0.1 1,989,000 1,205.0 1,989,000 1,205.0

福 祉 債

1,556,000 0.6 5,911,000 2.3 4,669,000 2.0

△

 4,355,000 26.3

△

 3,113,000 33.3

健 康 医 療 債

4,053,000 1.6 3,318,000 1.3 3,074,000 1.3 735,000 122.2 979,000 131.8

商 工 労 働 債

38,000 0.0 6,000 0.0 6,000 0.0 32,000 633.3 32,000 633.3

環境農林水産債

1,200,000 0.5 1,073,000 0.4 1,166,000 0.5 127,000 111.8 34,000 102.9

都 市 整 備 債

62,147,000 25.0 64,588,000 24.8 66,239,000 28.0

△

 2,441,000 96.2

△

 4,092,000 93.8

住宅まちづくり債

1,218,000 0.5 1,540,000 0.6 678,000 0.3

△

 322,000 79.1 540,000 179.6

警 察 債

4,525,000 1.8 4,012,000 1.5 3,810,000 1.6 513,000 112.8 715,000 118.8

教 育 債

6,844,000 2.7 6,836,000 2.6 7,384,000 3.1 8,000 100.1

△

 540,000 92.7

災 害 復 旧 債

229,000 0.1 822,000 0.3 533,000 0.2

△

 593,000 27.9

△

 304,000 43.0

臨時財政対策債

142,000,000 57.1 144,000,000 55.3 138,903,000 58.7

△

 2,000,000 98.6 3,097,000 102.2

地方財政法33条の5の3

減 収 補 塡 債

22,900,000 9.2 28,000,000 10.8 10,100,000 4.2

△

 5,100,000 81.8 12,800,000 226.7

計

248,879,000 100.0 260,286,000 100.0 236,742,000 100.0

△

 11,407,000 95.6 12,137,000 105.1



令和2年度 令和元年度 比較

当初予算額 当初予算額 最終予算額 当初比 最終比
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基準財政需要額 基準財政収入額 差　　　　　　引 　＜参考＞
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H29

H30

R1

H23

H24

H25

H26

H27

H28

[image: image17.emf]24,924

27,415

29,117

30,561

31,323

31,925

32,661

33,089

33,244 33,324

35,454

35,095

34,176

33,190 31,538 30,403 29,069 28,313 27,885 27,550

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（年度）

61,128

（億円）

62,861

63,751

60,378

62,510

63,293

62,327

61,731

61,402

臨時財政対策債等

その他

60,874

　
[image: image18.emf]2,736

2,444

2,753

3,257

3,541

3,791

3,987

4,168

4,390

4,308

2,976

3,024

3,086

3,265

3,471

3,550

3,375 2,994

2,876 2,997

115

98

88

97

89

56 28

47

41 31

1,892

1,912

1,892

2,333

3,498

3,589

3,319

3,270

3,501

4,067

2,031

2,029

1,933

1,886

1,874

1,919

2,001

2,054

2,036

2,010

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（億円）

（年度）

その他の税

地方消費税

府民税利子割

個人府民税

法人二税

・法人府民税

・法人事業税

12,844

(132)

9,749

(100)

13,413

(138)

9,508

(98)

9,752

(100)

10,838

(111)

12,473

(128)

12,905

(132)

12,710

(130)

12,534

(129)



（注）　令和２年度当初予算を発射台にして、「大阪府財政運営基本条例」に基づいて、財政状況に関して中長期の試算を行ったもの。


（出典）財政状況に関する中長期試算（粗い試算）令和2年2月版
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